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本研究では，既報で提案した圧縮性流体と固体の熱連成計算手法に改良を加え，流体と移動する固体の間で密
度や比熱，熱伝導率などの物性値が異なる問題にも適用可能な手法を提案した．この手法では，多相場を１つ
の混合体としてモデル化し，平均化された混合体の基礎方程式に部分段階的な圧縮性流体解法を適用すること
で，流体領域の対流と固体内部の熱伝導を統一的に計算する．固体の物性値については，多相場の流速や熱流
束を計算する段階で考慮される．提案した手法は，静止した正方形固体を含むキャビティ内の自然対流に適用
され，加熱面の平均ヌセルト数について既往研究結果との比較を行った．また，与える温度差を大きくして圧
縮性の影響がより顕著となる条件や固体が移動する条件で数値実験を行い，提案した手法の適用性を検討した．
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1. 緒言

流体と固体の熱連成問題は工学上の重要な研究課題
であり，数値解析的な検討がこれまでに数多く行われ
ている．このような流体と固体の熱連成計算手法に関
する既往の研究では，流体の体膨張係数 β と与える温
度差 ∆T の積が β∆T ≪ 1となるような条件の下，流
体を非圧縮性流体として扱う場合が多い．しかし，例
えば大きな温度差によって高浮力流れが生じる場合や，
密閉性の高い領域内部から高温・高圧ガスが流出する
場合には，非圧縮性を仮定した手法で妥当な結果を得
ることは難しく，流体の圧縮性を考慮する必要がある．
したがって，このような問題を扱う際には，圧縮性流
体と固体の熱連成を妥当にモデル化した計算手法が必
要となる．流体の圧縮性を考慮した既往の研究例とし
ては，例えば，Yamamotoら 1,2) や Qiら 3) などが挙
げられるが，著者の知る限り，その数は非圧縮性を仮
定した研究に比べると少ない．
このような背景に基づき，著者ら 4)は既報において，

混合体モデル 5) に基づく圧縮性流体と固体の熱連成計
算手法を提案した．提案した手法では，非圧縮性流体と
固体の連成計算手法であるMICS6) を参考にして，多
相場を１つの混合体としてモデル化し，平均化された
混合体の基礎方程式に対して圧縮性流体解法を適用す
る．ただし，提案した手法では多相場のモデル化を行
う際，流体は理想気体，固体は剛体とし，流体と固体

で物性値の差が十分小さいと仮定している．
このように，多相場について平均化した基礎方程式
を用いるため，提案した手法では相境界に適合する計
算格子の設定が必要ない．したがって，例えば複数の固
体が移動して相互に衝突するような場合でも，単純な
直交構造格子を用いて圧縮性流体と移動する固体の熱
連成を計算することが可能である．また，圧縮性流体
解法としては，低マッハ数流れにも適用可能な TCUP

法 7)に対して質量の保存性に改良を加えた解法 4)を用
いている．
流体を圧縮性流体として扱う場合には密度の圧力依
存性を考慮するため，圧縮性流体解法では音速に基づ
くCFL (Courant-Friedrichs-Lewy) 条件 8) によって計
算の時間刻み幅が制限される．したがって，陽的な手法
を用いて自然対流のような低マッハ数流れを計算する
場合，計算の時間刻み幅が音速に基づいて制限される
ため，定常解を得るまでに膨大な計算ステップ数と計
算時間が必要となる場合がある．そこで，既報 4)では
基礎方程式の圧力項を陰的に扱い，適切な手順で変数
を更新することで音速に基づく CFL条件を緩和する．
これによって，流体の圧縮性を考慮しつつ，予測段階
に陽的な手法を用いた非圧縮性流体解法と同程度の時
間刻み幅で低マッハ数流れを計算することができる 4)．
以上のようにして既報 4)で提案された圧縮性流体と
固体の熱連成計算手法は，例えば鉛直配置された水平
２円柱周りの自然対流などに適用され，実験結果 9)と
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の比較を通じてその妥当性が確認された 10)．一方で，
先にも述べたように，提案した手法では流体と固体の
物性値の差が十分小さいと仮定して多相場をモデル化
している．しかし，実用上の問題においては，例えば
気体と金属など，密度や比熱，熱伝導率などの物性値
が数百から数千倍近く異なる場合もある．このような
問題に対し，既報 4) で提案した手法をそのまま用いる
ことは難しい．
そこで本研究では，圧縮性流体と固体間で物性値が

異なる問題にも適用可能な手法を新たに提案する．具
体的には，固体の物性値を適切に考慮して多相場の流
速や熱伝導項による温度変化を計算する手法を提案す
る．また，提案した手法の適用性を検討するために，ま
ずは固体が静止した問題として Lee & Ha11) が行った
正方形固体を含むキャビティ内の自然対流計算に適用
し，平均化された基礎方程式を用いて妥当な結果が得
られるか確認を行う．次に，固体が移動する場合の数値
実験として，回転する正三角形固体周りの熱対流を計
算し，固体が移動する場合でも音速に基づく CFL条件
を緩和して安定に計算可能か確認する．なお，本研究
で扱う問題では，レイリー数Raの範囲はRa ≤ 106と
し，流体の体膨張係数 βと与える温度差∆T の積 β∆T

は最大で 0.3程度とする．

2. 数値解析手法

(1) 数値解析手法の概要と既報からの改良点
本研究で提案する手法では，図–1の左図に示される

ような圧縮性流体 (流体 1)と固体から構成される多相
場を１つの混合流体としてモデル化し，平均化された
基礎方程式に対して圧縮性流体解法を適用する．既報
4) では，この平均化された基礎方程式を導出する際に
流体と固体の物性値の差が十分小さいと仮定していた
ため，例えば気体と金属を含むような問題を取り扱う
ことができなかった．そこで本研究では，この物性値
に関する適用限界を改善するために，多相場の基礎方
程式の導出法とそれを解くための計算手順を改良する．

図–1 圧縮性流体と固体から構成される多相場 (左図)とその
モデル化手法の概念図 (右図)

具体的には，図–1の右図に示されるように，まずは
固体部分を流体 1と物性値が同じで，かつ固体の速度
と温度を有する仮想的な流体 2と仮定する．この流体
1と流体 2について，図–1に示されるような直交構造
格子内における各相の体積割合に基づき，平均化され
た混合流体の基礎方程式を導出する 4)．なお，流体は
理想気体，固体は剛体とする．
上述のモデル化に際し，流体 1と固体間で温度は滑

らかに連続するとし，計算格子を固体に対して十分細か
く設定することで，各計算格子内に含まれる流体 1と固
体の温度 Tf1，Ts の間に Tf1 ≈ Ts の関係を仮定する．
また，流体 2は固体と同じ温度も持つため，Tf2 = Ts

である．したがって，本研究では流体 1と流体 2の温
度について Tf1 ≈ Tf2 と仮定する．これより，以降は
各相の温度を統一的に T と表す．なお，本研究では上
述のように Tf1 ≈ Ts と仮定するため，例えば既報 10)

のように温度一定の高温固体周りの自然対流を計算す
る場合，各計算格子内における流体と固体の温度差を
小さくするために，初期状態では流体と固体の温度を
同じとし，時間ステップの進行とともに固体の温度を
徐々に上昇させていくといった操作が必要となる．
提案する手法では，上記の混合流体に対する基礎方

程式の移流，拡散，圧力および外力項を分離し，部分
段階的に変数を更新する 7)．固体の物性値については，
流体と固体の平均流速と熱伝導項による温度変化の計
算段階でのみ考慮される．つまり，固体の物性値を考
慮する計算段階では流体 1と固体，それ以外の計算段
階では流体 1と流体 2から構成される多相場について
平均化された基礎方程式をそれぞれ解く．特に，圧力
項の計算段階において流体と固体で物性値に大きな差
があると相境界付近で非物理的な圧力の振動が生じる
場合がある．そこで，本研究では２種類の多相場 (流体
1と 2，流体 1と固体) を計算段階に応じて適切に使い
分けることで計算の安定化を図る．
以上のように，本手法では平均化された基礎方程式

で流体と固体を統一的に扱うため，例えば複数の固体
が移動して相互に衝突する場合でも直交構造格子によ
る熱連成計算が可能である．また，各計算段階で必要
に応じて固体の物性値を考慮することで，既報 4)では
扱えなかった流体と固体で物性値が異なる問題を計算
できる．既報 4)からの改良点である固体の物性値を考
慮した基礎方程式の導出法と多相場の平均流速および
熱伝導の計算手法については以降にその詳細を示す．

(2) 多相場の基礎方程式
流体 1，2から構成される多相場 (図–1の右図)の基

礎方程式として，流体 1，2の混合流体に対する質量保
存則，運動方程式，エネルギー式を以下に示す 5)．
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∂ρ

∂t
+

∂(ρui)

∂xi
= 0 (1)

∂(ρui)

∂t
+

∂(ρuiuj)

∂xj
=

∂σij

∂xj
+ ρfi (2)

∂(ρe)

∂t
+

∂(ρeuj)

∂xj
= σij

∂ui

∂xj
(3)

ここで，tは時間，xi は直交座標系の座標成分，fi は
外力加速度の xi方向成分であり，ρ，ui，σij，eはそれ
ぞれ混合流体の密度，流速，応力，内部エネルギーで
ある．なお，式 (2)，(3)において，相間の境界面にお
ける表面張力と界面エネルギーの混合流体への寄与 5)

は十分小さいと仮定し，これらを無視している．また，
先にも述べたように，本研究では固体の物性値を考慮
して熱伝導による温度変化を計算するために，熱伝導
項の計算段階では流体 1と固体から構成される多相場
を対象として計算を行う．したがって，式 (3)に示され
るように，流体 1と流体 2から構成される多相場の基
礎方程式から熱伝導項を除外している．
式 (1)，(2)，(3)の ρと σij は各計算格子内で体積平

均された値，uiと eは質量平均された値である．なお，
本研究では，固体に対して計算格子を十分細かく設定
することで，相 kの拡散速度 wk,i

5) について wk,i ≈ 0

が成り立つと仮定する．なお，wk,i は相 k の流速 uk,i

と多相場の平均流速 ui を用いて wk,i ≡ uk,i − ui と定
義される 5)．例えば，ρと ui は各相の密度，流速を用
いて，それぞれ以下のように表される．

ρ = ϕf1ρf1 + ϕf2ρf2 (4)

ui =
ϕf1ρf1uf1,i + ϕf2ρf2uf2,i

ϕf1ρf1 + ϕf2ρf2

=
1

ρ
(ϕf1ρf1uf1,i + ϕf2ρf2uf2,i) (5)

ここで，下添字 f1は流体 1，f2は流体 2を表す．また，
ϕf1と ϕf2は流体 1，2が計算格子内に占める体積割合
であり，0 ≤ ϕf1, ϕf2 ≤ 1かつ ϕf1 + ϕf2 = 1である．
３次元の複雑形状固体を扱う場合には，例えば四面

体サブセル法 12)を用いることで，各計算格子に含まれ
る固体の体積割合を容易に計算することができる．こ
の四面体サブセル法 12)では，固体を四面体要素の集合
体として表現し，計算格子をさらに細かく分割したサ
ブセルがこの四面体要素内に含まれるかを判定して各
計算格子内における固体の体積割合を計算する．
流体 1と流体 2の混合流体の応力 σij については，既

報 4) と同様にして以下のようにモデル化する．

σij = ϕf1σf1,ij + ϕf2σf2,ij ≈ −pδij + τij (6)

τij ≈ µf

(
∂ui

∂xj
+

∂uj

∂xi

)
− 2

3
µf

∂um

∂xm
δij (7)

ここで，δij はクロネッカーのデルタであり，pは体積
平均で表される混合流体の圧力，τij は混合流体の粘性
応力，µf は流体 1および流体 2の粘性係数である．
流体 1と流体 2の混合流体に対する内部エネルギーと
温度の関係式は，eが各相の質量平均で与えられること，
各相の定積比熱が等しいことに加え，Tf1 ≈ Tf2 (= T )

と仮定することで以下のように導出される．

e =
ΣkϕkρkCV,kTk

Σkϕkρk
= CV,f

ΣkϕkρkTk

Σkϕkρk
≈ CV,fT (8)

ここで，下添字 k は k 相を表し，k = f1, f2 である．
また，流体 1 と流体 2 の定積比熱が等しいことより，
CV,f1 = CV,f2 = CV,f としている．
流体 1と流体 2の混合流体に対する状態方程式も上記

の eと T の関係式と同様の手順で導出できる．具体的に
は，pが各相の体積平均で与えられること，各相の定積
および定圧比熱が等しいことに加え，Tf1 ≈ Tf2 (= T )

と仮定することで以下のように導出される．

p = ϕf1pf1 + ϕf2pf2

= ϕf1ρf1(γf1 − 1)CV,f1Tf1

+ϕf2ρf2(γf2 − 1)CV,f2Tf2

≈ (ϕf1ρf1 + ϕf2ρf2)(γf − 1)CV,fT

= ρ(γf − 1)CV,fT (9)

ここで，流体 1，2の定積および定圧比熱が等しいこと
より比熱比を γf1 = γf2 = γf としている．以上が流体
1と流体 2の混合流体に対する基礎方程式である．
2. (1)で述べたように，本研究では固体の物性値を
考慮して熱伝導計算を行うために，熱伝導項の計算段
階では流体 1と固体から構成される多相場を対象とし
て計算を行う．したがって，本研究では以下に示され
る流体 1と固体の各相に対する熱伝導方程式から多相
場の熱伝導方程式を導出する．

∂(ρf1CV,f1Tf1)

∂t
= −∂qf1,j

∂xj
(10)

∂(ρsCV,sTs)

∂t
= −∂qs,j

∂xj
(11)

ここで，qf1,j と qs,j は流体 1と固体の熱流束である．
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上記の各相に対する熱伝導方程式を混合体モデル 5)の
考えに基づいて平均化すると，以下に示される流体 1

と固体の混合体に対する熱伝導方程式が得られる．

∂(ρCV )mT

∂t
= −∂qm,j

∂xj
(12)

ここで，(ρCV )m = ϕf1ρf1CV,f1+ϕsρsCV,sである．ま
た，混合流体の熱流束 qm,jは各相の体積平均で表される．
各相についてフーリエの法則を用い，Tf1 ≈ Tf2 (= T )

と仮定することで，qm,j と T の関係式が以下のように
導出される．

qm,j = ϕf1qf1,j + ϕsqs,j

= −ϕf1λf1
∂Tf1

∂xj
− ϕsλs

∂Ts

∂xj

≈ −(ϕf1λf1 + ϕsλs)
∂T

∂xj

= −λm
∂T

∂xj
(13)

ここで，λmは流体 1と固体の混合体の熱伝導率であり，
λm = ϕf1λf1 + ϕsλs である．

(3) 計算手順の概要
2. (1)で述べたように，本研究では既報 4)と同様に

基礎方程式の移流，拡散，圧力および外力項を分離し，
部分段階的に変数を更新する．ただし，本研究では各
計算段階における多相場の平均流速の計算や，拡散項
の計算段階における熱伝導計算で固体の物性値を考慮
する点が既報 4)とは異なる．なお，各計算段階を移流，
拡散，音響フェイズと呼ぶこととし 7)，ある時刻の変
数Qnについて各計算段階で更新された値をQ∗，Q∗∗，
Qn+1と表記する．また，本研究において基礎方程式は
コロケート格子上で有限体積法を用いて離散化される．
以降では，各計算段階における時間進行式や離散化式
を示す．
a) 移流フェイズ
移流フェイズでは流体 1と 2から構成される多相場

を対象として計算を行う．移流フェイズにおける時間
進行式は以下のように表される．

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρuj)

∂xj
= 0 (14)

∂(ρui)

∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρuiuj)

∂xj
= 0 (15)

∂(ρe)

∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρeuj)

∂xj
= 0 (16)

移流フェイズでは，Euler陽解法を用いて上記の移流方

程式から各変数を更新する．なお，移流項の計算には
３次精度のMUSCL型 TVDスキーム 13) を用いた．
多相場の平均流速 u∗

i については，式 (15)から得ら
れた (ρui)

∗ より，固体の運動量を考慮して以下のよう
に計算する．

u∗
i =

1

ρm
[ϕf1(ρui)

∗ + ϕs(ρui)s] (17)

ここで，ρm = ϕf1ρ
∗ + ϕsρs である．このように，本

研究では多相場の平均流速を計算する際に固体の運動
量を用いることで，固体が流れ場に与える影響を考慮
する．以降，すべての計算段階において同様の方法で
多相場の平均流速が計算される．
圧力の更新については，流体 1を含む計算格子では
式 (9)から p∗を計算する．一方で，固体 (流体 2)のみ
を含む，すなわち ϕs = ϕf2 = 1となる計算格子では状
態方程式による更新は行わず，p∗ = pn とする．
b) 拡散フェイズ
拡散フェイズでは，まず流体 1と 2から構成される
多相場を対象とし，式 (1)，(2)，(3) の拡散項による変
数の変化を計算する．温度については，前述のように
して得られた温度を拡散フェイズにおける中間的な温
度 T ′とし，流体 1と固体の混合体の熱伝導方程式 (12)

を用いて拡散フェイズの最終的な温度 T ∗∗を計算する．
なお，具体的な時間進行式と離散化式については後述
する．以上，本研究では図–2に示されるように，拡散
フェイズにおいて温度は２段階で計算される．
流体 1と 2の混合流体の基礎方程式 (1)，(2)，(3) か
ら拡散項を分離して得られる拡散フェイズの時間進行
式を以下に示す．

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Diff

= 0 (18)

∂(ρui)

∂t

∣∣∣∣
Diff

=
∂τij
∂xj

(19)

∂(ρe)

∂t

∣∣∣∣
Diff1

= τij
∂ui

∂xj
(20)

図–2 拡散フェイズにおける変数の更新手順
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上記の時間進行式を Euler陽解法に基づいて時間方向
に陽的に離散化し，以下の式から u∗∗

i と T ′を計算する．

ρ∗∗
u∗∗
i − u∗

i

∆t
=

∂τ∗ij
∂xj

(21)

T ′ − T ∗

∆t
=

1

ρ∗CV,f

{
∂(τ∗iju

∗
i )

∂xj
− ρ∗(u∗∗2

i − u∗2
i )

2∆t

}
(22)

流体と固体間で物性値が異なる場合にも安定に計算
を行うため，流体 1と固体の混合体の熱伝導方程式 (12)

を時間方向に陰的に離散化し，T ′から T ∗∗を以下のよ
うに計算する．

T ∗∗ − T ′

∆t
=

1

(ρCV )∗m

∂

∂xj

(
λm

∂T ∗∗

∂xj

)
(23)

ここで，(ρCV )
∗
m は以下のように計算される．

(ρCV )
∗
m = ϕf1ρ

∗
f1CV,f1 + ϕsρsCV,s (24)

本研究において固体は剛体と仮定し，ρf2 は定数とす
る．これより，式 (24)の ϕf1ρ

∗
f1は以下のように計算さ

れる．
ϕf1ρ

∗
f1 = ρ∗ − ϕf2ρf2 (25)

計算領域内に温度一定の固体領域がある場合には，式
(23)の代わりに以下の式から T ∗∗ を計算する．

T ∗∗ − T ′

∆t
= (1− ϕsc)Θ + ϕscTsc (26)

ここで，Θは式 (23)の右辺，ϕsc は温度一定の固体が
各計算格子に占める体積割合．Tscは温度一定の固体の
温度である．
拡散フェイズにおける流体 1，2の各相の圧力変化は，

各相の温度変化から以下のように計算される 7)．

p∗∗k − p∗k =
γk − 1

γk

ρ∗kCP,k

ρ∗kCP,kµJ,k + 1
(T ∗∗

k − T ∗
k ) (27)

ここで，k = f1，f2，CP,k は k 相の定圧比熱，µJ,k

は k相の Joule-Thomson係数である．本研究において，
p = ϕf1pf1 + ϕf2pf2であり，流体 1と 2で物性値が同
じという仮定と理想気体で µJ,k = 0を利用すると，拡
散フェイズにおける混合流体の圧力変化は以下のよう
に計算できる．

p∗∗ − p∗ ≈ γf − 1

γf
(ϕf1ρ

∗
f1 + ϕf2ρ

∗
f2)CP,f (T

∗∗ − T ∗)

=
γf − 1

γf
ρ∗CP,f (T

∗∗ − T ∗) (28)

c) 音響フェイズ
音響フェイズでは流体 1と 2から構成される多相場
を対象とし，式 (1)，(2)，(3) の圧力項と外力項を分離
することで，以下のような時間進行式を得る．

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Acous

= 0 (29)

∂(ρui)

∂t

∣∣∣∣
Acous

= − ∂p

∂xi
+ ρfi (30)

∂(ρe)

∂t

∣∣∣∣
Acous

= −p
∂ui

∂xi
(31)

音響フェイズにおける計算手順は既報 4)と同様であ
るため詳細は割愛するが，圧力の時間変化は TCUP法
7) と同様に以下の式から計算する．

1

ρ∗∗a2
pn+1 − p∗∗

∆t
=

− ∂

∂xi

(
− 1

ρ∗∗
∂pn+1

∂xi
∆t+ u∗∗

i

)
(32)

ここで，aは音速であり，a∗∗ =
√
(γfp∗∗)/ρ∗ である．

式 (32)に示されるように，本研究では音響フェイズに
おける圧力の時間変化を陰的に計算することで音速に
基づくCFL条件を緩和し，予測段階に陽的なスキーム
を用いた非圧縮性流体解法と同程度の時間刻み幅で低
マッハ数流れを計算することが可能である 4)．

3. 正方形固体を含むキャビティ内自然対流

提案した計算手法を Lee & Ha11) が行った正方形固
体を含む２次元キャビティ内の自然対流計算に適用し
た．なお，この既往研究 11)では，計算格子が相境界に
適合するように設定され，流体と固体の各相に対する
基礎方程式が個別に計算される．また，既往研究 11)に
おいて流体は非圧縮を仮定している．そのため，本研
究では，まず非圧縮性流体解法でも妥当な解が得られ
る程度の小さな温度差による自然対流計算を行い，こ
の既往研究 11)との比較を行う．その後，流体の圧縮性
がより顕著となるように温度差を大きくした条件で数
値実験を行い，提案した手法の適用性を検討する．
図–3に示されるように，計算領域内には流体と物性

値が異なる正方形固体が配置され，計算領域の底部壁
面温度を Th，上部壁面温度を Tcで一定，側面は断熱壁
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図–3 正方形固体を含む計算領域

図–4 相境界付近の計算格子

とした．なお，非圧縮性流体解法を用いた既往研究 11)

の結果と比較するために，まずは ∆T = Th − Tc = 5

[K] (β∆T = 0.017) とした．また，図–3の gは重力加
速度の x2方向成分である．正方形固体が各計算格子に
占める割合については，固体が静止しており，形状も
単純であるため，各計算格子で解析的に算出した．
固体の密度，比熱，熱伝導率はそれぞれ，ρs/ρf0 = 10，

Cs/CP,f = 10，λs/λf = 50 となるように設定した．こ
こで，ρf0は流体の初期密度，CP,f は流体の定圧比熱で
ある．初期状態における流体と固体の温度は (Th+Tc)/2，
流体のプラントル数 Prは 0.70とし，計算領域の長さ
Lを変化させて初期状態におけるレイリー数Raが 103，
104，105，106の場合について温度分布が定常になるま
で計算した．なお，初期状態におけるレイリー数Raは
以下のように表される．

Ra =
gβ∆TL3

νf0αf0
(33)

ここで，νf0，αf0は初期状態における流体の動粘性係
数，熱拡散率である．
各方向の計算格子数は，Ra = 103，104で 100×100，

Ra = 105，106 で 152 × 152とした．先にも述べたよ
うに，Lee & Ha11) の既往研究において計算格子は正

(a) t = 12 [s] (b) t = 60 [s]

(c) t = 72 [s] (d) 定常状態

図–5 等温線の時間変化１ (Ra = 104)

(a) t = 10 [s] (b) t = 20 [s]

(c) t = 24 [s] (d) 定常状態

図–6 等温線の時間変化２ (Ra = 106)

方形固体の表面に適合するように設定されている．一
方で，本研究では平均化された多相場の基礎方程式を
解く手法の適用性を検討するために，図–4に示される
ように計算格子の境界面が正方形固体の表面と一致し
ないように設定した．
図–5，図–6に Raが 104 と 106 の場合の各時刻にお

ける等温線を示す．なお，等温線の間隔は∆T/10であ
る．図–5(a)，図–6(a)に示されるように，まずは主に
熱伝導によって熱が伝わり，流体領域と固体内部の温
度が変化して左右対象の温度分布が得られた．その後，
自然対流が発生して温度分布の左右対称性が崩れ，定
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(a) Ra = 103 (b) Ra = 104

(a) Ra = 105 (b) Ra = 106

図–7 各レイリー数における定常状態の等温線
(等温線の間隔は ∆T/10, ∆T = 5 [K])

常状態では循環流が発達した温度分布が得られた．な
お，本条件では時計回りの循環流が発生したが，∆T や
計算格子数を変えると逆方向の循環流が発生する場合
もある．以上のように，提案した手法では平均化した
多相場の基礎方程式を用いて，流体領域の熱対流と固
体内部の熱伝導を統一的に計算できることを確認した．
図–7に各レイリー数の条件における定常状態の等温

線を示す．なお，等温線の間隔は∆T/10である．図–7

に示されるように，レイリー数が大きくなるにつれて
対流が発達していく傾向が再現されている．
2. (1)および 2. (2)で述べたように，提案した手

法では Tf1 ≈ Ts および uk,i ≈ ui (wk,i = 0) を仮定
するため，計算格子を固体に対して十分細かく設定す
る必要がある．そこで，各レイリー数の条件において
計算格子が十分細かく設定されているか確認するため，
定常状態における底部加熱面の平均ヌセルト数Nuhと
x1 = L/2における無次元流速の水平方向成分の最大値
U1，x2 = L/2における無次元流速の鉛直方向成分の最
大値 U2 について，計算格子をさらに細かく設定した結
果と比較した．なお，Nuhは以下のように計算される．

Nuh = −
∫ 1

0

∂θ

∂X2

∣∣∣∣
X2=0

dX1 (34)

ここで，θとXiは無次元温度と無次元座標成分であり，
θ = (T − Tc)/∆T，Xi = xi/Lである．また，流速の
無次元化には

√
gβL∆T の値を用いた．

表–1に計算格子数についての比較結果を示す．なお，
格子数はRa = 104で 100×100と 152×152，Ra = 106

表–1 計算格子数による Nuh，U1，U2 の変化
Ra = 104

Nuh U1 U2

100× 100 1.53 0.103 0.110

152× 152 1.52 0.103 0.109

Ra = 106

Nuh U1 U2

152× 152 6.32 0.347 0.390

200× 200 6.32 0.347 0.389

表–2 既往研究 11) との Nuh の比較
Nuh

Ra 103 104 105 106

Present 1.29 1.53 4.04 6.32

Lee & Ha11) 1.28 1.55 3.96 6.31

で 152×152と 200×200として比較を行った．表–1に
示されるように，格子数を変えても Nuh，U1，U2 に
大きな変化が無いことから，本研究で設定した格子サ
イズが妥当であることを確認した．
次に，音響フェイズにおいて圧力の計算を陰的に行
うことで音速に基づくCFL条件が緩和されたかを確認
するために，各計算格子にけるクーラン数 Ca を以下
のように定義し 14)，各レイリー数の定常状態における
Ca の最大値 Ca,max を確認した．

Ca = max

{
|u1|+ a

∆x1
∆t,

|u2|+ a

∆x2
∆t

}
(35)

ここで，∆tは計算の時間刻み幅，∆xiは各方向の計算
格子幅である．各レイリー数の定常状態において計算
されたCa,maxは，Ra = 103，104，105，106について，
それぞれ 3.50×102，3.90×102，4.58×102，4.25×102

であった．以上の結果より，音速に基づく CFL条件が
緩和され，陽的な計算スキームを用いる場合に比べて
∆tを大きく設定できていることを確認した．
定常状態におけるNuhについて，Lee & Ha11)によ
る計算結果との比較を表–2に示す．表–2に示されるよ
うに，全てのレイリー数の条件において両者の値が概
ねよく一致していることが分かる．以上の結果より，提
案した手法では平均化された多相場の基礎方程式を解
いて妥当な結果が得られることを確認した．
続いて，∆T = 100 [K] (β∆T = 0.286)とし，流体の
圧縮性がより顕著となる条件で数値実験を行った結果を
示す．なお，レイリー数はRa = 106とした．図–8に定
常状態における等温線を示す．等温線の間隔は∆T/10

である．図–8に示されるように，∆T = 100 [K]とした
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図–8 定常状態における等温線 (∆T = 100 [K])

(等温線の間隔は ∆T/10)

表–3 ∆T による密度変化の比較
ρ/ρ̄0

∆T [K] Max Min

5 1.008 0.992

100 1.157 0.870

場合にも安定に計算を行うことが可能であり，∆T = 5

[K]の場合と同様，計算領域内において循環流が発生す
ることを確認した．ただし，発生した循環流の向きは
∆T = 5 [K]の場合とは逆方向であった．なお，定常状
態におけるNuhの値は 6.31であり，∆T = 5 [K]の場
合と概ね一致した．また，定常状態における Ca,maxは
2.86× 102 であった．
温度変化によって計算領域内で生じる流体の密度変

化を比較するために，ρを初期状態における空間平均
密度 ρ̄0 で除した ρ/ρ̄0 を各計算格子で計算した．表–3

に ρ/ρ̄0 の最大，最小値示す．表–3に示されるように，
∆T = 5 [K] の場合，領域内で生じる初期状態に対する
密度の変化率は 1%以下であり，非圧縮性を仮定した解
法を用いても問題ないことがわかる．一方，∆T = 100

[K] の場合，領域内で生じる初期状態に対する密度の変
化率は最大で 15.7%となっている．このように，∆T の
値が大きくなるほど流体の密度変化も大きくなり，圧
縮性の影響が顕著となっていくことを確認した．

4. 回転する正三角形固体周りの熱対流

固体が移動する問題に対する本手法の適用性を検討
するために，回転する正三角形固体周りの熱対流を計算
した．本数値実験の計算領域を図–9に示す．図–9に示
されるように，計算領域内には重心点を中心として回転
する正三角形固体が設置され，その中心部 (重心点を中
心とした半径 rhの円内)は温度 Thで一定とする．また，
計算領域の境界面は温度 Tcで一定とし，Th = 400 [K]，
Tc = 300 [K] とした．計算領域の長さ Lは 5.0× 10−2

[m]とし，正三角形固体の重心点から各頂点までの長さ

図–9 回転する正三角形固体を含む計算領域

rt は L/3，加熱領域の半径 rh は 3L/40とした．また，
重力加速度 gは 9.8 [m/s2] とした．
正三角形固体は角速度 ωで時計回りに回転するもの
とした．初期状態において流体は静止しているため，計
算開始時に固体が速度を持つと流速分布に不連続が生
じ，これが原因となって固体周りの密度，温度分布が
振動する場合がある．そこで，上記のような流速の不
連続を緩和するために，ωを以下のように与えた．

ω =
t

tb
π (0 ≤ t ≤ tb) (36)

ω = π (tb < t) (37)

なお，本研究では tb = 3.0 [s] とした．以上のように，
本研究では固体の回転速度を時刻 tbまでの間に 0から
徐々に増加させていくこととした．
移動する固体が各計算格子に占める割合を計算する
ために，本研究では四面体サブセル法 12) と同様の手法
を利用した．具体的には，各計算格子をさらに細かい
サブセルに分割し，そのサブセルの中心点が正三角形
固体の内側に含まれるかを判定する．全てのサブセル
に対して判定を行った後，固体領域に含まれるサブセ
ルの数から各計算格子に占める固体の割合を計算した．
流体は理想気体の状態方程式を満足する空気，固体は
鉄 (Fe)と仮定した．設定した流体 (初期状態)，固体の物
性値を表–4に示す．表–4に示されるように，本計算では
初期状態において固体の密度は流体の密度の 6.73×103

倍，固体の熱伝導率は流体の熱伝導率の 3.21 × 103 倍
とした．

I_150



表–4 流体 (空気，初期状態) と固体 (鉄) の物性値

Fluid (air) Solid (Fe)

ρ [kg/m3] 1.17 7.87× 103

λ [W/(m·K)] 2.50× 10−2 80.30

CV [J/(kg·K)] 4.20× 103 4.42× 103

以上のような条件の下，各方向の格子数を 150×150，
時間刻み幅∆tを 1.50× 10−4 [s] とし，t = 12.00 [s] ま
で計算を行った．なお，代表長さを正三角形固体の１
辺として初期状態のレイリー数 Raを計算したところ，
Ra = 2.51× 105であった．また，同様に代表長さを正
三角形固体の１辺とし，各時刻において流速ベクトル
の大きさ V (≡

√
u2
1 + u2

2) の最大値からレイノルズ数
Reを計算したところ，t = 12.00 [s] までの計算で得ら
れた Reの最大値は約 3.22× 102 であった．
計算で得られた各時刻の等温線を図–10 に示す．な

お，図–10において等温線の間隔は (Th − Tc)/10，図
中の黒い点線は流体と固体の境界を表す．図–10に示さ
れるように，計算開始とともにまずは熱伝導によって
固体内部の温度分布が等方的に変化していく．その後，
固体の表面付近まで熱が伝わり，周辺の流体が温めら
れて浮力流れが発生した．また，図–10 (b)，(c)から分
かるように，正三角形の固体が回転することで，頂点
付近で固体の回転方向とは逆回りの渦が発生した．な
お，固体の熱伝導率は流体の熱伝導率の 3.21 × 103 倍
と大きいため，t = 12.00 [s] (図–10 (c)) では固体内部
の温度がほぼ一様となった．また，t = 12.00 [s] での
音速に基づくクーラン数 Caの最大値は，1.81× 102で
あった．
以上，提案した手法を回転する正三角形固体周りの

熱対流問題に適用することで，移動する固体と圧縮性
流体の熱連成を直交構造格子上で計算できることを確
認した．また，移動する固体の密度や熱伝導率が流体
の約 3,000 ∼ 7,000倍大きな条件で安定に計算できるこ
とも併せて確認した．

5. 結言

本研究では，既報 4)で提案した混合体モデルに基づ
く圧縮性流体と固体の熱連成計算手法に改良を加え，流
体と固体で物性値の異なる場合にも適用可能な手法を
提案した．具体的には，多相場の流速を計算する際に
固体の運動量を考慮し，熱伝導項による温度変化を計
算する際には固体の物性値が反映された熱伝導方程式
を用いて計算を行う手法を提案した．
提案した手法の適用性を確認するために，まずは静

x2

x1
(a) t = 0.12 [s]

x2

x1
(b) t = 3.00 [s]

x2

x1
(c) t = 12.00 [s]

図–10 各時刻における温度分布と等温線

止した正方形固体を含むキャビティ内の自然対流計算
を行った．その結果，流体領域の対流と固体内部の熱
伝導が統一的に計算され，妥当な温度分布が得られる
ことを確認した．また，加熱面における平均ヌセルト
数について，流体と固体の境界面に適合する計算格子
を用い，各相の基礎方程式を個別に解く既往の計算手
法による結果 11)とよく一致することを確認した．さら
に，上部と底部の壁面温度差を変えて数値実験を行い，
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与える壁面温度差を β∆T が約 0.3となる程度に大きく
した場合には流体の密度が最大で約 16%変化し，圧縮
性の影響が顕著となることを確認した．
次に，固体が移動する問題への適用性を確認するた

めに，回転する正三角形固体周りの熱対流を計算した．
その結果，提案した手法によって，回転する正三角形
固体内部の熱伝導と固体周囲の対流による温度分布変
化を直交構造格子上で統一的に計算できることを確認
した．また，本数値実験では流体は空気，固体は鉄を
想定し，固体の密度は流体の約 7,000倍，固体の熱伝導
率は流体の約 3,000倍とした．以上の物性値を設定し
て得られた結果から，工学上の実用問題へ適用可能で
あることを確認した．
今後はレイリー数が 106 以上の問題や，複数の固体

が移動して相互に衝突する問題へ適用すべく改良を加
え，例えば高浮力流れによる固体粒子群の輸送現象へ
適用することを検討している．
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